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1．はじめに 

現代社会では，物質資源を投入，蓄積，廃棄，再利用

することで，経済成長と人口増加を遂げてきた．このよ

うなマテリアルフロー・ストックの量は増大を続けて

いる．持続可能な社会を実現するためには，物質の利用

効率や資源生産性を向上させ，最終廃棄を減らしつつ，

より効率的な物質循環を目指す必要がある．環境省

(2017)1)によると，2014年の日本の物質フローの総物質

投入量約 16.5 億トンのうち，およそ 3 分の 1 の 5.3 億

トンが建築物やインフラに関する建設系ストックであ

る．そのため，構造物に着目した物質ストック・フロー

分析は，効率的な物質循環の実現に向けて重要である．

加えて，複数年で分析することで，変化の傾向を知るこ

とができ，物質利用効率の向上に資することができる．

さらに，地理的な情報を用いて，地域情報との関係を分

析することは，蓄積物質の効率的な二次資源としての

運用管理のために不可欠である． 

物質ストック・フロー推計に関する既往研究は，様々

な方法で行われている．谷川ら(1999)2)や Hashimoto et al．

(2007)3)は統計情報を用いた．統計を用いた手法は，日本

全国などの広域エリアを対象とした分析に適している

が，地理的な分析は困難である．そこで Tanikawa et al． 

(2009)4)は，GIS(地理情報システム)データを時系列に重

ねた 4d-GISを用いて，詳細な空間単位での物質ストッ

ク・フロー分析を行ってきた．GISを用いることで，構

造物ごとの属性情報を利用した分析をすることができ

る．しかし，4d-GIS を用いた既往研究はまだ数少ない

ため，さらなる分析のため，より広域での 4d-GISデー

タの作成，周辺地域の統計情報と組み合わせることが

必要である． 

本研究では，建設系ストック・フローの空間的・時間

的分析を目的とする．また，国勢調査等のデータと比較

することで，その関係性を考察する．対象地域は，福岡

県の北九州市全域である．北九州市は，高齢化が進んで

おり，日本の平均都市の 5年後の姿といわれる．解析に

は，2000年，2005年，2010年，2014年の 4年代の GIS

データを用いた． 

2．研究方法 

2.1 物質ストック・フロー推計方法 

	 本研究では資材別・構造別に物質ストックの推計を

行った．推計には，原単位法を用いた．原単位法とは，

建築物の延床面積(建築物面積に階数を乗じた面積)に，

各構造種別(木造，鉄骨造，RC 造)の資材投入原単位を

乗じて，物質ストック・フローを推計する方法である．

資材投入原単位とは，建築物の単位面積当たりの資材

投入量を示しており，構造種だけでなく，建築物の建物

部と基礎部，年代や階数によっても異なる．本推計に用

いた原単位は，Tanikawa et al．(2009)4)によって時系列毎

に整備されたものである． 

	 また，GIS上で連続した年代のデータを見比べ，古い

年代にのみ存在する構造物を滅失構造物，新しい年代

のみに存在する構造物を新規着工構造物とすることで，

投入量と廃棄量の物質フローを推計する．推計には物

質ストック同様に原単位法を用いた．投入量から廃棄

量を引いた量を蓄積純増とし，これらを３次メッシュ

毎に集計し空間的変化を可視化した． 

2.2 地域情報との関連の分析方法  

 本研究では，3次メッシュ毎の物質ストック・フロー

と統計情報を比較し，その関係性を考察した．比較に用

いた統計情報は，国勢調査結果(総務省統計局，平成 12

年，17-18年，21-22年，27年)である． 

	

3．研究結果と考察 

3.1 物質ストック・フロー推計結果 

	 北九州市全域における資材別，構造別(木造，鉄骨造，

RC 造)の物質ストックの推計結果は以下の通りであっ

た．資材別の物質ストック量に関しては，2014 年では

コンクリートが全ストック量 12,000万トンのうち 8,800

万トン，次いで砂利・石材が 1,355万トンであった．ま

た，構造別の建築物ストックの時間的変化(14 年間)は，

木造は 34万トン，鉄骨造は 505万ン減少し，横ばい・

もしくは緩やかな減少傾向にあった．RC造は，14年間

で 1,585 万トン増加し，1.25 倍にしたことが明らかと

なった．  
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	 また，物質フローの推計結果について，資材別では，

どの年代の物質フローもコンクリートが 50％以上を占

めていた．次いで砂利・石材，鉄の割合が多いことが判

明した．投入量・廃棄量ともに 2005年から 2010年が最

も多く，投入量は 1,127万トン，廃棄量は 626万トンで

あった．2010年から 2014年では，投入量・廃棄量とも

に前年代の半分以下に減少した． 

	 図-1 に 2005 年から 2010 年の 3 次メッシュ毎の物質

ストックの分布を示す．赤色が濃いほど物質ストック

量が多いことを表す．特に物質ストック量が多い(1，302

千トン以上)地域は，小倉駅周辺とその南側，八幡駅周

辺とその東側，新日鉄住金八幡製鉄所の周辺，黒崎駅周

辺，北方駅の南側，下曽根駅の北東側であった．小倉駅，

八幡駅，黒崎駅，下曽根駅周辺は現在，再開発促進地区

に設定されており，当時も開発が盛んに行われたこと

が影響している．	

	

図-1物質ストック量(千 ton)(2010 年)	

	

3.2 地域情報との関連の分析結果 

	 図-2に，北九州市における 3次メッシュごとの 2005

年の物質ストック量に対する 2005 年から 2010 年の蓄

積純増の割合を示す．蓄積純増の割合が 0.5以上の地域

は門司区の新門司や若松区北部の響灘地区，新日鉄住

金八幡製鉄所の周辺等，沿岸部に多く挙げられる．新門

司は 2007年のゴミ処理施設の建設，若松区北部はエネ

ルギー施設・環境施設の建設，住宅地の再開発が影響し

ている．蓄積純増の割合が 0.0以下−0.24以上の地域は，

八幡西区の黒崎駅の南側，小倉駅の東側等が挙げられ

る．黒崎駅周辺は北九州市の副都心であり商業施設が

集積していたが，近年，人口減少に伴い，衰退が示唆さ

れる．図−1と図−2を比較すると，物質ストックが多い

地域と蓄積純増の割合が高い地域は異なり，人口の多

い都心部でも物質ストックの減少が見受けられた． 

	

	

図-2	蓄積純増/物質ストック量（％）	

 

4．おわりに 

	 本研究では，北九州市の建築物の物質ストック・フロ

ーの時間的・空間的分析を目的とし，構造物の物質スト

ック・フロー推計をした． 2005 年から 2010 年の物質

フローが最も大きく，投入量は 1,127万トン，廃棄量は

626万トンであった．二つの分布を比較することで，ス

トック量が多い地域と，物質循環が活発な地域の分布

が異なることが明らかになった． 

	 今後の課題として，構造物の滅失・着工の抽出精度を

上げること，より精密で多種の構造に対応した原単位

を作成することにより，物質ストック推計全体の精度

の向上が見込まれる． 
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